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本稿では、独点的競争をOno(1994，1999)に導入することによって、企業の参入を

f起す競争促進政策の有効需要に対する効果を分析する窃貨幣と独占的競争を考獲した

動学的一般均衡モデ、ノレにおいて、競争促進政策は有効需要に相反する2つの効果をも

たらす。一方では、新規企業の参入によるインフレ率の上昇が消費の利子率の上昇を

もたらし、それが貨幣保有に比べて消費を有手せにする。他方では、企業の参入による

競争激化によって一企業当たりの生産量が潜り、それが各企業の労働需要を減らし、

デフレをもたらして貨幣保有に比べて消費を不幸IJにする。

ヌド穏では、競争促進政策として、企業の関定発を削減する補助金支出そ考えると、

常に前者が後者を上回り有効需要が増加するということが明らかにされる。

はじめに1 . 

近年、不況政翼として、従来の賠敦金融政策よりも規制緩和や需助金政策に対す

る腰望が強くなってきているむそれらの攻策から期待されていることは、

入促進を通じて成長率あるいは効率性が高まり懇請が活性化されるというものであ

うな考えは、完全雇用を前謹とする新古典掠経密学の発想、iこ基このしカ為し、る怨

づいており、ケインズが想定した貨幣経携はおいて、問様の誰繭ができるとは保証

されない。もし、ケインズが措定した黄瞥経済で‘競争促進攻粛を行ったならば、本

、て当に有効需饗は増えるのだろうか。本穣では、家計の態学的最譲住行動

競不況を導出したOno(1994， 1999)のそデ、ノレに根占的競争を導入することによっ

ヌド稿!立1998年度・日本経済学会春期大会(於:青山学院大学)で報告ましたものを大幅に加築・修正した

せ3のである。ヌド稿の奪文書室にあたって、小野釜康教授、ニ神孝一草寺教授、大竹文雄助教授、尾崎裕之助教授、

池回新介教授およびレフぉリーから大変資重なコメントを潔いた。ここに記し、感謝する。
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争促進攻策の有効需要に対する効果を分析する。特に、黙のバラエティーがある経

済で競争促進攻策そ考えると、有効韓基芸iこ対する効果はプラス衝とマイナス高があ

ることに注寵している。

競争促進政策を考える上で議饗な役割を果たす討のバラエティーの額;創立、 Dixit

and Stiglitz (1977)によって定式化されて以降、マクロ経諦学でも されるよう

になり、特iこ内生的成f受理論においてGrossmanand Helpman (1991)などによって

独占的競争市場でR&D投資の分続をする際に利用されている。そこでは、財のパラ

ィー増をR&D部再の導入によって内全的に分析し、そのR&D部開での活動が

公共的知識の蓄積に害与し、それがR&日投入コストの議時的な低下訟もたらすこと

によって持続的な経清成長が発生するというものである。しかし設がら、こ

/レiこよる競争促進教策の成長率に対する効果とは、最終財部門とR&D部門における

労欝投入配分の変化による効果にすぎない。すなわち、内生的成長理論においては、

そもそも省議需要不足は存在しないため、競争促進政策の有効需要に対する効果を

分析することができない。

それに対して、ニューケインジアンは、静学的な独占的競争モヂルの枠組みで、

有効需要の変動が個々の企業の躍出量と経積算生にいかなる影響を与えるかを分析

している。そこでは、柿格設笠の歪みがi最小産出量をもたらすことを前提に、名昌

貨磐供給畿の操作によって有効需要安増加させると υ、個々の企業の遊出量と経詩

厚生がともに増加するということそ瞬らかにしている 2)。しかしながら、そこでは、

有効需要水準が家計の最適記初動から内生前に決定されておらず、さらに鍵瞥や株

式といったストック変数の議饗な役割を無視しており 3)、単に鑑嬉の硬程変性が存在

するときに、外生的な有効需要変動が鵠々の企業の麗出畿と経諦厚生にいかなる影

響を与えるかに議論の恥心をおいている。有効需要害者ど内生的に決定しようとするな

らば、 Ono(1994， 1999)のように貨幣の叢要な役割を考麗して、流動性選好に基づく

利子率と時間灘鮮に基づく利子率の斉合性から鴇費水準と貨幣保有が決定されると

いうこと安明示する必要があるだろう。

。Ono(1994， 1999)は、不況定常状態において名目貨幣供給量量殺増加させても、その増加分はすべて貯

蓄に向かつてしまうので有効需要は増加しないということを理論釣に明らかにしている。

おこの点についての詳しい説明として、Bl拍chard組dKiyo偽記(1987)，Bl佃 chardand Fisher (1989) 

がある。

3) Bl組.chard阻 dKiyotaki (1987)， Blanchard柏 dFisher (1989)!立、繁華繁の役割合取引王手段のみに限

定してい.:;)0それに対して、 Ono(1994， 1999) f立、貨幣にはストックとして、嬢資カ告と将来に移転した

り、また流動性という効用を生み出すことに注目している。これらの貨幣の役叡主主不況の原因を解号脅す

る上で重要な意事長をもってくることが本緩め分析でも明らかにされる。
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また、ニューケインジアンによる独占的競争モデルを使った多くの研究は、財の

バラエティーに抜存しないモデルで瀧論を展開している。すなわち、財のパラ

ィ…変北がCES型の効用関数に対して中立になるように、効用鑓数が再窓式化され

ている。このような再定式化は、競争促進政策の有効需要に対する効果を考える際

iこは間揺がある。なぜ訟ら、もしそのようなモヂノレで競争促進政策を考えようとす

るならば、財のバラエティー増による一企業当たりの生産量の誠少という競争轍化

の効果を無視してしまうことになるからである。したがって、競争器進攻策の効果

安考える離には、財のバラエティーを明恭的にモデルで扱う必要があるだろう。

ヌド稿では、内生的成j受理論が指摘する競争罷道政策の成長率応対する効果に加え

て、ケインズが想定した貨幣経境、すなわち、名問賃金率の識整スピ…ドの有経性

と人々の流動性選終の非飽和性によって不説が発生する経語専のもとで、競争髭進攻

第が有効需要に及;ます効果;こ読自する。

貨幣と独占的競争を考麗した動学的…穀均衡モヂノレにおいて、競争促進政策は一

企業さきたりの生産量を識少させる。この点を考棄すると、不況期における競争促進

攻策辻、有議需要に対して相反する2つの効果をもたらす。一方で、は、競争促進攻

策による企業の拳入が労働需要を開設し、それがインフレ率の上昇をもたらして有

議繋要が増加する。これはインフレ率の上昇によって時間選評率の名毘値が上昇し、

清費が貨瞥保有に比べて持対的;こ有利になるからである。処方では、企業の参入に

よって競争が激牝すると、各企業の労犠需要量が減り、それが集計された労働需要

安減少させる方舟に撒いてヂフレがもたらされ、有効需饗にマイナスに動しした

がって、競争{起準教策が有効欝要府j撮政策として有効であるためには、前者のイン

フレ効果が後者のデフレ効果を上田る必要がある。

本摘の分析では、具体的な競争挺進政棄として企業の宙定費を髄滅するような補

勃金支出を考える。

2.動学的最適化
i
r
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2.1 家計

ここでは、まず各時点内における一定の名関支出の最適消費配分を考える。代表

的家計は各時点において第j番目の製品の消費から次のようなCES型の瞬時的効用

関数Dに従って効用を揚るとしよう。
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(1)式において、 Cjf土第j:番目の製品の消費量を、 NJ立製品の数を、ま

の2真右聞における代替の弾力性を表している。いま、名問支出額Eは所与であると

すると、家計の瞬時的予算制約式は次のように表される。

σは任意

E= S;p円4 (2) 

各時点内における最適な消費艶分は、 (2)式の制約のもとで(1)式を最大lこするよう

の結果、次のような需要関数が持られる。

(3) 

(4) 

また、 (1)式に対応した物癌指数は次のように定義される。
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したがって、仕)式、 (3)式および(め式より、次のような間接効用龍数が得られる。

なQさと選ぶことによって得られる。

CjzEr/j:寸crdj

(5) 

(5)式において、 e 怒 E/Pは実質描費撃を援している。次iこ、代表的家計の異時点

轄の最適化行動を定式化し、その最適条件そ導き出そう。いま、代袈的家計i土、賞

幣M と株式Bの2つの資産を保有しているとしよう合

D= e (=E/P) 

AJ士、このとき、総名目

(6) A=M十B

として与えられる。代表的家計は資産からの現議と、非弾力的lこ洪給される労働に

このとき、実費髄で饗されたフローの予算

り、次のように表される。

よる舞金から所得を持ているとしよう。

制約式は、 (4)式、 (5)式および(6)

(7) Rmd-z e a = ra+wL 

者、(7)式において、 Rは名白市場料子率を、 rt土実賀市場利子率を、 w

Lは総労鶴供給を、そして Zは定額税者表している。

家計辻、各時点において、 (5)式に与えられている業費消費eと実繋貨幣保有がか

ら効用を得るとし、それぞれの効用関数は
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u'(e) > 0， u"(e)くo， 

νν)> 0，中d)S0 

とすると、家計の動学の性震をもっとしよう。このとき、 ρを家計の主観的割引

的最適化問題は次のように定式化される。

maxe.md U(e，m
d
)早川を)+ゆ争寸ρt片

(8) Rmd-z ra+wL-e S.t. a 

なる。この問題の…階の最適条件は次のよう

(9) Rλλ÷ρλ=rλ u'(e) =λνν) 

また、損断性条件は次のようになる。

(10) 1mし coAaexp(-pt) = 0 

(9)式より、各時点において、次の式が成立する。

ρ+9e/e十沈p=R=〆(md)/uも)

11 

(ll) 

(11)式において、。=一(u"(e)e)ル'(e)は消費の限界効用の弾力性を、 3ちはインフレ

率を表している。この式i土、ケインズノレールと呼;まれている 4)。このケインズノレー

/レにおいて、第1墳はインフレ率で髄撃された時開選好率を表し、第3壊は摘費単{立

られる便益、すなわち流動性プレミアムを表している。

加のまたは、自市場収益率を表している。

で瀦られた貨瞥保有から

そして第2項は株式の保有から得られる

各時点において、 これら3つの利子率が均等になるように、家計が諮費、葉幣保有

および株式探有の動学的配分を決定するということを表している。

企業2.2 

ここでは、各企業が独占的競争下にあるものと夜定しよう cすなわち、

景5}1]イじされた財を生産しており、利潤が最大となるように稿絡と生産水準高?決定す

めにここでは、単純化のる。

(12) Lj Y
J
 

ケインズルールの詳しい説明については、 Ono(1百号4，199めを参照せよ3
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と仮定する。ここでLjは第j番目の製品を生産するために必要とされる労働投入量

を表しており、毛は第j番目の製品の産出量である。最終財市場においては、各製

品の生産量は代表的家計の各製品に対する需要量に必ず等しい。すなわち

Cj =Yj ，V j (13) 

次に、各企業の費用面を特定化する。第j番目の企業は、名目賃金 Wを労働者に

支払うが、そのほかに固定費用も負担しなければならないとしよう 5)。すなわち第

j番目の企業は、生産投入分としての LJと政府による S労働単位の補助金を除いた

固定費(L-s)を使って耳という生産活動を行う。したがって企業1・は、名目賃金 W

が所与の下で、需要関数を制約条件として次のような利潤最大化問題に直面する。

mahm-F厄'j-WL+Ws，sJ. 毛=EPj-cr /plー (14) 

この利潤最大化問題を解くと、第l番目の企業は、次のような価格をつける。

再 =~σ/çσ -1)}V (15) 

名目賃金 Wは所与としているので、 (15)式より

Pi = Pj i *-j ¥/ i，j (16) 

が成立する。 (16)式より、すべての財の価格が等しくなっているので、 (3)式で与

えられる需要関数は同ーになる。したがって、 (13)式より、次式が成立する。

Cj=C=毛=y ¥/j (17) 

(4)式、 (14)式および(15)式より、均衡での実質利潤考は、次のようになる。

πj = (Nσ/(ト σ)ej{lσ-1)-I+sル (18) 

また、 (4)式と (15)式より、次のような実質賃金率wが求められる。

w = ~い -1)/0-]N1/(cr-l) (19) 

5) この固定費用の仮定により、企業数が内生的に決まることになるロ
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2.3 政府

政府は、競争鑓進攻策として、企業に回定費用の一定割合を補助するが、その財

源として家計から Zだけの定額税を諜すとしよう。 このとき、政庁の予算制約式は

Nws=z (20) 

となる。 この式で、政府は Sを自出に選ぶことができる。 したがって、定額税zは

(20)式を満たすように内生的iこ決定される。

3. マクロ均衡

黄幣市場と株式子持場から構成されるストック市場において、需結の調整が完全で

あれば、それぞれ次のような需給均著者条件が常に成立する。

md
出 M'lp

b=nq 

(21) 

(22) 

(21)式において、 MSは一定の名良貨幣残高を、 mdは実繋貨幣需要護を表している。

(22)式においては、 bIま築費株式需要最を、 nqは企業部門の全企業舗慌を表してい

る 6)

英才市場の需給均犠条件においては、(17)式でも示したように、 C
j 1←Y) ¥;/ jが

常に成立している。

最後に、労機市場では、一般に賃金改定iこ時関がかかると考えられるので、名自

舞金率は次式に従って調整されると仮定する。

政/w= y((NY十NI)/L (23) 

(23) 式において、 y は一定の賃金調整議~を、 NY十NI は企業部門における総労機

蕎要を表している。

名院貨幣隷高は一定であることに詑意すると、 (19)式、 (21)式および(23)式より、

実費貨幣残高m MIPの変イ七率は次のようになるc

均'1m=ーπp ーγ((NY+Nf)/L-l)ベV(，σ-1))斤/N (24) 

(24)式を考嘉すると、 紅白式のケインズノレールは次のように書き換えられる。

信〉 企業部門においては固定委が存夜するので、均衡では各企業の手'1濡はゼロとな号q帯。となる。
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P 十 9éje+ γ(，班十 Nf)/L … 1) 一(l/~σ-1))斤jN 口わ v'(m)ju'か) (25) 

ここで、 (25)式lこ次のような貨幣経諦の性質

limm→00 v'(m)おわO

しよう O

(26) 

(26)式は、人々の諒動性議妻子に態和点、が存在しないということを表している。すな

まっち、家計による鐘脅専の謀者動機として、致事i動磯に加えて資産課有動機も事荘し

ているが、その資産保有動機の理由として、購繋力安将来に移転する民的に加えて

衛幣保有そのものからも効用を持る7)0 Ono (1994， 1999)は、ケインズの流動性瀧

肝街(26)式のように定式化し、賃金の調整が有限のもとでの完全予見と

たとえ流動性漉郊の非飽和性によって完全均撫が存在しなくなっても、財

市場iこ不均僅が生じることを許容することによって、者勢需要不足が永久拡競く不

法定常設態が発生することを暁らかにしている S}O

4.不況定常状態と競争保進攻策

4: 1 不況定常状態

経務が定営状態にあるとき、実鷺諸費量eと製品の数(あるい辻、企業数)N

となり、物錨は、総労畿害警襲と総労書量供緯の零離率iこ広じて(23)式を満たすよ

うに一定率で変化していく gh最終財布場において法務占的競争が行われているの

で、利潤があると薪規企業が参入する。しかし、本稿では、企業部門に固定費

入しているので、定常状態では利潤はぜロとなり企業の移入はそこで止まる。

がって、定常状態での製品の数は、 (18)式より次のように与えられるc

N = [e/(，σ-lXr苧…1)/。 (27) 

(27)式惑と(23)式iこft入すると、主主常状態でのインフレ率は次のようになる。

7) 小野(1996)は、流動性選好に飽和点がないということを「人々の貨幣を保有したいという綴望にもう

これ以上はいらないという飽和点がなく、いくらあってももっとほしい気持ちがあるjような状況であ

ると解釈している。

8) 0齢 etal(1持8)は、尽ヌドにおける鱈粟デ…タと事葬送府県データを李IJ熊して、災幣効潟に葬飽和性会主存

在するかどうか告と実在的に試みているe その分析結集から、貨幣効用の非飽和伎が有意に正の{痘で存在

するということが明らかにされている。

百) 製品の数 N が一定イ震にとどまるならば、多悪質賃金率 w は(19)式を満たすすくま惨で…定fu互に保たれるc

このとき、物鏑指数i立、名目賃金率と病率で変化していなければならない。したがって、定常状態にお

いて、物価も (23)式に従って変化していくことになる。
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πp - γいll/o{(I_恭一1)1'0 + I[(I s Xo- I)JI昨ゆ

このインフレ率を考農すると、 (25) り、定常均復は以下で示される消費の利子

1c曲線と流動性プレミアム f治績のさ芝点によって与えられることがわかる。

π出線 :R= ρ+γ~(o-l)/

f曲隷 :R=vい仰や) (29) 

告別式において、もし mが十分に大きいならば、 f曲親は次のようになる。

f曲線 .R= s/u'(， (30) 

(30)式は、前節で説明したように、たとえ慢性的ヂプレーションによって実震貨幣

残高が増大し続けても、流動性プレミアムは五の催を楳ち続けることを示している。

したがって、 mが十分大きいときのケインズルーノレは、次のように書き換えられる。

ρ 十 y~(ト1)/0{(I s Xo--1)J!0 + I[(I s Xo--l)}ゆ

(31) 

(31)式で決まる eは、ケインズの貨幣経済における均寵消費水準を表している。

次に、 (31)式で決まる均衡消費水草が完全悪用金麓量に比べて過小の水準にある

ための条件を考えよう。いま、次のような 2つの条件が成立しているとしよう。

、
‘
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E

，，，
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命
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y
 

(32) 

今=L<1/(<1-1){[(L-S)(iσ -1)f1σ+ L [(L -s)(σー 1 )]0-<1) 1 <1}σ1(1ー吟

p-γ>0 (33) 

ただし、 efは完全薬用生産量を殺している。

(32)式は、完全悪用生産量子f(あるいは、総労働供給よ)が+分大きいために、

新吉典派的な完全雇用均傷が存寂しないことを表している 10)0 (32)式が成立してい

る続法では、慢性的デフレーションによっていくら実質貨瞥残高が増大し続けても、
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10) 納典派的融緩用均衡が実現されるため問、 ρ>ベrn)juキf)が成立している必



増えた購買力は消費に…顎向かわず、すべて鈎幣保有;こ向かうこと している 11)。

(33)式i士、名目賃金識の調整スピードが家計の治観的割引率pよりも小さいことを

している。これら2つの条件が成立していると念、有効需要が永久に不足する窓

常状態、すなわち、不況定常状態が発生することをど示すことができる。

O * e ef e 

1のEは、 (28)式の Z曲綿と (30)式の f由繰の交点iこよって与えられる均櫛

消費水準に対応している。この均衡消費水準rがo<e く efの範閤内にあるために

は、 (32)式と (33)式の2つの条件が必要であることがわかる。すなわち、消費水準

生産量にあるとき、 f曲縛は 2す曲隷より高く ((32)式に対応〉、損費水

準がゼロのとき、 f畠隷辻17:曲線よりf墨付れ?まよいことになる((33)式iこ対志) 0 

躍 1のEで与えられる不説定常状聾において、模陸奇性条件が議たされて

いるかどうかを確寵してみよう ω。(6)式、 (10)式、 (21)

断性条件は次のように書き換えられる。

liml->'" I-a押(-pt) = liIl¥....，入(叫+m)叫(-pt)=。

よび(22)式より、横

(34) 

11) (32)王立が成立している猿り、デフレ}シ謂ンによる実質貨幣残高の増大がす炎舞婚をもたらすという

ピグ}霊童書毛は怒こらない{小聖子 (1996，努5童約〉

12) このぞうrlレでは、鞍点安定住が成立することを託明守ることができるが、こここではその証明は省絡

する。
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不況定常状態において、 M主一定値であることから、 (11)式より r口 pが得られる。

また、不t見定常状態において、企業の利潤はゼロになることから、 q口 Oとなる。

実費貨幣残高の増加率が、家計の主観的掘さi率より小さいことは、 (24)式、 (25)

式および(26)式より、以下のように示すことができる。

rh/m口一πp= p-s/がか)<ρ (35) 

以上より、 (34)式が、糧性的デフレーションによって実費貨幣残高が増加し続ける

不況定常状態においても常に満たされていることがむかる。したがって、 (28)式と

(30)式より、不祝章常状態において、次の性裁が、議たされなければならない。

ρ+γ~(cr-l)/cr {(I -sド l)jlcr十Z紅一sド l)J吋

(36) 

次第では、 (32)式、 (33)式および(36)式が不設定常校態においてすべて成立して

いるとして、競争促進政葉の有効議嬰に対する効果を分析しよう。

4.2 競争僅道政策

不況定常状態むおける競争促進敦策は、有効需要民対して祖反する 2つの効果を

もたらすと考えられる。一方で辻、企業の参入増によるインフレ率の上昇によって、

精費の利子率が上昇し、それが有効書重要にプラスiこ犠く。飽方では、企業の参入増

よる競争激化によってインフレ率が低下し、それが有効需要にマイナスに働し

この相反する 2つの効果のため、競争現進政策が有効需要を耕雲まするかどうか辻明

確ではない。この舗では、具体的な競争促進政粛として、政府が企業の臨定費の一

定割合を負控する補飴金支出を考え、この 2つの効果の相対的な大きさを比較する。

槽助金支出の有効需要に対する効果は、題 1のz畠識と f治離を能って競べるこ

とができる。 (30)式から明らかなように、 f曲繕は補助金文出 Sの変化にまったく

けない。それに対して、仕掛式のZ 畠線の中には Sが会まれているので補

場金支出の影響を受ける。したがって、捕詰金支出の有効詩聖書に女守する効果を調べ

るためには、 Sの変化によって密 1の1r畠離がR軸に治ってどの方向iこシフトする

かを調べれ;まよいことになる。そのシフトを欝べるために、 (28)式を Sで微分する

と、次のような結果が得られる。

dR/ゐla，同=(Je(0"-ゆ /L)(~σ1)/σX(I… sXcr 1)]1/0--1 (1/(I -s)-l)>0 (37) 
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関ゑ 補助金支出の増加の熱製

R r 

π 

O よ一一....e.傘 e
f e 

(37)式は、 7'c曲繰が名義助金支出によって必ず上方にシフトすること安示してい

2より、 r曲線の上方へのシフトは有主主欝饗をピから e榊へと増加さ写せるこ

とがわかる。こ士1.，1立、次のように説明できる。 Z由課の上方へのシフトじよって諮

費の利子事で、ある待襲選女子率が上昇すると、不況定常状態において貨幣の限界効用

が Pに纏まっているため、 (31)式で殺されるケインズルールを満たすためには、

活費水準 eを上昇させること ζよって流動性プレミアム f 話会隷を引き上げるしか

ないからであ

以上の分析結果より、不抗期における繍助金支出

いうことが明らかにされた。

5.おわりに

を必子増加させると

本稿では、不況期における競争促進政策が有効需要をに与える第響な央業と猿主的

競争訟伴う勤学的一般均街モデルによって検討した。その結果、不況期におけ

争{長進政策は、競争激イとによるヂフレ効果を相殺する以上のインフレ圧力を食み出

ことができ、ケインズル…ルにおける潟費の利子率を流艶性プレミアムに比べて

相対的に有利にすることにより、有効需擦を輯激することができるということを明

らかにすることができた。しかしながら、本稿で考摸した補助金支出は、定額税が
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そのまま企業に移転されるというものであった。今後辻、非綿型の補勃金支出など、

より一般的な補助金・課税政策を考える必要があるだろう。
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